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要　　約

近い将来に発生が予想される首都直下型地震や南海トラフ地震など大地震に対し，BCP（事業継続性）
の観点から，構造物に設置したセンサからの情報に基づいてその構造健全性を診断する構造ヘルスモニ
タリング技術への関心が高まっており，その適用数は年々増加傾向にある．本報では，構造ヘルスモ
ニタリングの課題点の抽出を目的に，実建物に相似則を適用した鋼構造骨組みによる振動台実験を実施
し，得られた結果について報告する．
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§1．はじめに

近い将来に発生が予想される首都直下型地震や南海ト
ラフ地震など大地震に対し，BCP（事業継続性）の観点
から，構造物に設置したセンサからの情報に基づいてそ
の構造健全性を診断する構造ヘルスモニタリング技術へ
の関心が高まっており，その適用数は年々増加傾向にあ
る．構造ヘルスモニタリングとは，地震被災後の構造物
の健全性を判定することを目的に，加速度計などのセン
サを構造物の適所に設置し，地震被災時などの構造物の
揺れを計測することで，これは人間の定期健診に例えら
れる．著者らも構造ヘルスモニタリングに着目し研究開
発を行っており，都内の建物を対象に加速度計を設置し
て地震被災時の各階の振動データを取得してきた．今現
在は幸いにも大地震に被災しておらず，小地震時のデー
タのみが取得できている．本報では，構造ヘルスモニタ
リングの課題点の抽出を目的に，実建物に相似則を適用
した鋼構造骨組みによる振動台実験を実施し，得られた
結果について報告する．

§2．試験体の概要

2―1　相似則の誘導
想定建物は，都市部に建つ中規模の鋼構造建物とし，総
重量が約 20,000 kN，床面積 506 m2 （22.5 m×22.5 m）の
6層鋼構造の事務所ビルとした．平面形状は 1スパンを
7.5 mとした 3×3の長方形であり，基準階階高は 4.0 m，
建物高さは 24.8 mとした．自社で保有する振動台（テー
ブル面積 30.3 m2 ：5.5 m×5.5 m）にて想定建物の地震時
の挙動を確認するため，相似則1，2）を適用した．
基本相似則として，長さ，時間，単位面積質量の縮尺
をそれぞれ，1/λ，1/β，1/ρ とする．これらより，本実
験で用いる各物理量に対する相似則を導いたものを，
表―1の A欄に示す．記号は，mを試験体，pを想定建
物とする．想定建物と試験体で水平応力度，ひずみ，ヤ
ング係数および加速度を一定とすると，β＝ λ ，ρ＝1と
なり，これらを代入して整理したものが B欄である．
誘導した B欄の相似則を適用すると，振動台の大きさ

から λ＝5（縮尺 1/5）となり，試験体は振動台上に設置
可能となる．ここで，加振時の転倒モーメントによる影
響を抑制するため，質量を 1/n倍する．質量を 1/n倍と
したときの相似則は式⑴となる．

 Mm＝1/λ2 ∙ 1/n ∙ Mp＝1/（n ∙ λ2）∙ Mp ⑴

また，周期は T＝2π  （m/k）から算出できるので，式
⑴の相似則と B欄に示すばね定数の相似則を用いて，質
量を 1/n倍したときの周期の相似則は式⑵となる．

 Tm＝ （1/（n ∙ λ））∙ Tp  ⑵
＊ 技術研究所建築技術グループ
＊＊ 技術研究所
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なお，質量を 1/n倍したことにより，応力度の相似比を
1.0とするには，水平加速度を n倍する必要がある．以
上より，振動台実験で用いる各物理量の相似則は C欄で
ある．

2―2　試験体の形状
想定建物に相似則（λ＝5，n＝3）を適用すると，試験

体の高さは 4.96 m，幅 4.5 m，総重量は 274 kNとなる．
試験体の全景を写真―1，試験体の基準階伏図および軸
組図を図―1，主要部材リストを表―2に示す．また，柱
梁接合部および梁接手部の詳細を図―2 a）に，柱脚部を
図―2 b）に示す．試験体の柱は角形鋼管，梁は H形鋼，
床荷重として鋼板，柱梁接合部は通しダイヤフラム形式，
柱脚部は固定端となるようにリブプレートを設けた．柱
梁接合部は早期破断を避けるため，ノンスカラップ工法
を採用した．梁接手部はM8ボルトによるボルト接合と
した．床は 1,250 mm×1,250 mm，t＝32 mmの鋼板（重
量 3.9 kN）を錘と兼用し，各スパン間に配置した．各溶
接部は UT検査を実施し，溶接部の内部欠陥が無いこと
を確認した．

2―3　試験体の事前解析
試験体の構造性能の把握および適用した相似則の妥当
性を，静的荷重増分解析および時刻歴応答解析により確
認した．解析ソフトは RESP-D（ver.3.22.0.0）3）を用いた．
解析モデルは柱および梁を線材置換した 3次元立体モデ
ルとし，荷重は床に配置した錘の重量の負担面積分を節
点荷重として割り振った．使用した鋼材の材料特性を
表―3に示す．復元力特性はひずみ硬化係数を 1/100と
したバイリニアとした．試験体はスラブを設けていない
ため，梁の曲げ剛性および耐力の割り増しは行っていな
い．柱梁接合部はパネル要素として考慮し，柱脚部の固

表―1　各物理量の相似則

A B C

変位：δ δm＝1/λ･δp δm＝1/λ･δp δm＝1/λ･δp

質量：M Mm＝1/（ρ･λ2）･Mp Mm＝1/λ2･Mp Mm＝1/（n･λ2）･Mp

速度：V Vm＝β/λ･Vp Vm＝1/ λ･Vp Vm＝1/（n/λ）･Vp

水平加速度：α αm＝β2/λ･αP αm＝αp αm＝n･αp

慣性力：F Fm＝β2/（ρ･λ3）･Fp Fm＝1/λ2･Fp Fm＝1/λ2･Fp

ヤング率：E Em＝β2/（ρ･λ）･Ep Em＝Ep Em＝Ep

応力：σ σm＝β2/（ρ･λ）･σp σm＝σp σm＝σp

ひずみ：ε εm＝εp εm＝εp εm＝εp

ばね定数：K Km＝β2/（ρ･λ2）･Kp Km＝1/λ･Kp Km＝1/λ･Kp

周期：T Tm＝1/β･Tp Tm＝1/ λ･Tp Tm＝1/（n/λ）･Tp

写真―1　試験体の全景

図―1　試験体の基準階伏図および軸組図

a）2 階-R 階伏図 b）Y1-Y4 通り軸組図

表―2　主要部材リスト

階 部材 符号 断面形状 材質
2～R 梁 G1 H – 100×50×5×7 SS400

2～R 柱 C1 □－100×100×6 STKR400

2～R 床
（錘） PL 1250×1250

t＝32 SS400

a）柱梁接合部および梁接手 b）柱脚部

図―2　試験体の各部詳細
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定条件は固定とした．
静的荷重増分解析において試験体と想定建物では重量
比が異なるため，外力分布を想定建物は Ai分布に基づく
外力分布とし，試験体は想定建物と層せん断力係数が等
しい外力分布とした．静的荷重増分解析結果から荷重－
変形関係を図―3に示す．試験体の結果を黒線，想定建
物に相似比を考慮した結果を赤線で示す．試験体の Y1

フレームのヒンジ発生状況を図―4に示す．図―3より，
試験体および相似比を考慮した想定建物において変形が
先行する 2階が 1/100 radに到達したとき CB＝0.51，
1/75 rad時は CB＝0.68，1/50 rad時は CB＝0.76であった．
図―4 a），b）より，試験体は 1/75 radで 2階および 3

階側柱の梁にヒンジが生じ，梁曲げ降伏先行型であるこ
とが確認できる．1/50 radでは 2階から 4階全ての梁に
ヒンジが生じた．試験体と想定建物の荷重-変形関係は一
致しており，誘導した相似則の妥当性が確認できる．
時刻歴応答解析は，静的荷重増分解析と同じ 3次元立
体モデルを用いて実施した．減衰は初期剛性比例型で
2％，入力地震動は日本建築センター模擬波（BCJ-L2）4）

を採用した．入力波の概要を表―4に，その形状を図―
5に示す．想定建物に原波を入力した解析は，試験体で
は相似則により入力波の最大加速度が原波の 3倍，時間
軸は 1/ 15倍となる．解析の入力倍率は，想定建物で原
波の 0.3倍，1倍，1.5倍，試験体は相似則より原波の 1

倍，3倍，4.5倍とした．時刻歴応答解析結果の最大応答
層間変位を図―6に示す．また，相似比を考慮した想定
建物の結果を図中に赤線にて併記する．試験体と想定建
物の結果は一致しており，誘導した相似則の妥当性が時
刻歴応答解析においても確認できる．図―7 a），b）には，
時刻歴応答解析の結果から得られた Y1フレームのヒン
ジ発生状況を示す．入力倍率を 3倍にすると，2階，3階
の全ての梁が他の階に比べ降伏が進み，4.5倍で 2階，3

階，4階全ての梁の降伏が進んでいることがわかる．

表―3　鋼材の材料特性

部材 符号 σy [N/mm2] σu [N/mm2]

梁 G1 362 461

柱 C1 396 450

図―3　荷重-変形関係

図―4　試験体の Y1 フレームのヒンジ発生状況
（静的荷重増分解析結果）

a）1/75 rad 到達時 b）1/50 rad 到達時

表―4　入力波の概要

入力対象 時間刻み
[s]

継続時間
[s]

最大加速度
[cm/s2]

備考

想定建物 0.01 120.0 356 原波

試験体 0.00258 30.98 1,067
相似則を
適用

図―5　入力波の形状

図―6　最大応答層間変位

a）入力倍率　3 倍 b）入力倍率　4.5 倍

図―7　試験体の Y1 フレームのヒンジ発生状況
（時刻歴応答解析結果）
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§3．振動台実験の概要

3―1　計測計画
計測の対象は加速度，層間変位，ひずみとした．計測
項目一覧を表―5に示す．計測の対象方向は，試験体の
X方向および Y方向とした．加速度は，定格容量±980 

cm/s2の 1軸のひずみゲージ式加速度計を用いて計測し
た．X・Yの 2方向を計測するために，加速度計を図―1
に記した計測位置にそれぞれ 2つ設置した．層間変位の
計測状況を写真―2に示す．層間変位は，基準距離が最
大 500 mmのレーザー変位計を採用し，ターゲットを 2

方向に取付けたアルミアングルの計測治具を，各層の試
験体中央の錘から吊下げて計測した．ひずみは，ゲージ
を貼付けて計測した．各計測機器は，加振による応答の
みを計測するため，試験体の組立後に設置した．サンプ
リング振動数は 500 Hzとし，実験結果の検討では 9点の
移動平均をかけて使用した．本報の加速度記録は中央の
スパンに配置した加速度計での記録とする．

3―2　加振計画
入力波形は，ホワイトノイズ波，試験体の 1次固有振
動数による正弦波および日本建築センター模擬波（BCJ-

L2）の 3波とした．加振方向は Y方向 1軸とした．加振
の順番および入力波形の概要を，表―6に示す．ホワイ
トノイズ波は目標最大加速度 50 cm/s2，振動数の範囲は
0.5 Hzから 20.0 Hzとした．正弦波は最大加速度 100 

cm/s2，110 cm/s2，120 cm/s2を一定の振幅でそれぞれ
10秒間ほど加振した．BCJ-L2は，事前解析と同様に入
力波形の時間軸を相似比 1/ 15倍し，目標最大加速度は
400 cm/s2，600 cm/s2，700 cm/s2の 3つのレベルとした．
本報では，試験体の基本的な特性について記すため，各
部材が弾性範囲内に留まった実験を対象とする．

§4．振動台実験の結果

4―1　ホワイトノイズ加振
ホワイトノイズ加振により，試験体の固有振動数を確
認した．1階床と R階床に設置した Y方向の加速度計の
計測波形から算出した試験体の伝達関数5）を図―8に示
す．図―8の卓越振動数より，試験体の 1次固有振動数
は 4.3 Hz，2次は 13.8 Hz，3次は 25.0 Hzである．事前
解析の 1次固有振動数は 4.2 Hzであり，実験結果と良い
一致を示した．

4―2　定常波加振
試験体の 1次モードでの挙動を確認するため定常波加

振を実施した．正弦波の振動数は試験体の固有振動数で
ある 4.0 Hzとし，目標最大加速度をパラメータとした．R

階が最大応答加速度となる時刻の各階での応答加速度分
布および応答変位分布を図―9に示す．R階の最大応答
加速度を入力波の最大加速度で除した応答倍率の一覧を
表―7に示す．図―9より，各層の応答加速度および応
答変位は，入力加速度に応じて比例的に増幅している．
表―7より，応答倍率は 5.6～6.5と入力加速度に比例し
て増加しており，減衰の振幅依存の影響が考えられる．上
記より試験体は弾性の挙動を示しており，本加振から試
験体の弾性 1次モードの挙動を確認できた．

表―5　計測項目一覧

計測機器 位置 点数 方向 備考

加速度計
振動台 2 X，Y テーブル上面
各層床上 36 X，Y 各層 3カ所

レーザ
変位計 各層床上 12 X，Y 各層 2点

ひずみ
ゲージ

柱，梁，
BPL

196 X，Y
X3X4 全層
Y1Y2 全層

写真―2　計測状況（PL 中央部）

表―6　入力波形の概要

順番 波形
目標最大加速度
［cm/s2］

備考

1
ホワイト
ノイズ

50
振動数の範囲

0.5 Hz から 20.0 Hz

2 正弦波 100
振動数 4.0 Hz

振幅一定の継続時間 10 s
3 正弦波 110

4 正弦波 120

5 BCJ-L2 400

相似則を適用6 BCJ-L2 600

7 BCJ-L2 700

図―8　試験体の伝達関数
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4―3　非定常波加振
試験体の地震時の挙動を確認するため日本建築センタ
ー模擬波（BCJ-L2）による非定常波加振を実施した．1

階床に設置した加速度計で計測した波形（入力波）の加
速度応答スペクトル（h＝5％）を最大加速度ごとに，図―
10に示す．ここで，図―10の破線は 700 cm/s2の目標
波である．入力波は目標波に対して下回っているが，そ
の形状は酷似している．各入力加速度における最大応答
加速度および層間変位を図―11に示す．目標加速度 700 

cm/s2時の解析結果を併記する．解析の入力波は 1階床
で計測した加速度記録，減衰定数は自由振動時の対数減
衰より 2.3％，その他の諸元は事前解析と同様である．実
験結果の 700 cm/s2での最大応答層間変位は 2階で 6.8 

mmであり，層間変形角は 1/117 radである．最大応答
層間変位において，解析結果と概ね一致している．
入力加速度 700 cm/s2の実験結果および解析結果の荷
重－変形関係を図―12に示す．実験結果と解析結果は全
階において概ね等しく，弾性の挙動を示している．1階
の実験結果が解析結果より剛性が高いのは，柱脚部のリ
ブが影響していると考えられる．

§5．まとめ

本報では，構造ヘルスモニタリングの課題点の抽出を
目的に，実建物に相似則を適用した鋼構造骨組みによる
振動台実験を実施し，得られた結果について記した．
以下に得られた知見を列挙する．
・ 試験体は，想定建物に対し寸法の縮尺を 1/5，質量の
縮尺を 1/75の 6層鋼構造骨組として計画した．静的

図―9　最大応答分布

a）最大応答加速度 b）最大応答変位

表―7　最大加速度と応答倍率

順番
最大入力加速度
［cm/s2］

最大応答加速度
［cm/s2］

応答倍率

2 57.9 322.8 5.6

3 98.4 566.4 5.8

4 111.4 693.4 6.2

5 118.1 768.4 6.5

図―10　入力波の加速度応答スペクトル
（BCJ-L2，h ＝ 5％）

図―11　最大応答層間変位（BCJ-L2）

図―12　荷重-変位関係（BCJ-L2，700 cm/s2）
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荷重増分解析および時刻歴応答解析により，試験体の
構造特性と誘導した相似則の妥当性を確認した．
・ 想定建物に相似則を適用した試験体を用いた振動台実
験の結果から，事前解析のモデルと試験体の 1次の固
有振動数が概ね等しいことを確認した．
・ 試験体の 1次固有振動数での正弦波および BCJ-L2に
よる試験体の弾性範囲内の挙動を確認した．BCJ-L2加
振時の実験結果から得られた最大層間応答変位は，事
前解析の結果と概ね一致すること，荷重―変形関係は
全層において概ね等しく，弾性挙動であることを確認
した．
・ 事前解析の結果と実験結果は各種最大値の比較におい
ては概ね一致したが，波形レベルで比較すると差異が
あり，解析モデルの調整などが今後の課題である．
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